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○国土交通省チラシ（一部追記） 
参考資料 参４．関係する法令等 
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≪令和３年５月の法改正で、訓練後に市町村長への実施報告が必要となりました。

・報告 
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水防法（妙）                                    

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 
第十五条の三 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要

配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、当該要配慮者利用施設の

利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作

成しなければならない。 
２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞な

く、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 
３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していな

い場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必

要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることが

できる。 
４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。 
５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、同

項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとともに、

その結果を市町村長に報告しなければならない。 
６ 市町村長は、第二項又は前項の規定におり報告を受けたときは、第一項の要配慮者利用施設の所有

者又は管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な助言又は勧告をすることができる。 
７ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項の要

配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を行う自衛水防組織を置くよう努めな

ければならない。 
８ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いたときは、

遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければ

ならない。当該事項を変更したときも、同様とする。 
施行規則（妙） 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項） 
第十六条 法第十五条の三第一項の要配慮者利用施設（法第十五条第一項第四号ロに規定する要配慮者

利用施設をいう。以下同じ。）の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練

その他の措置に関する計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 
一 要配慮者利用施設における洪水時等の防災体制に関する事項 
二 要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項 
三 要配慮者利用施設における洪水時等の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 
四 要配慮者利用施設における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 
五 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する次に掲げる事項 
イ 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導その他の水災による被害の軽減

のために必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項 
ロ 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項 
ハ その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項 
六 前各号に掲げるもののほか、要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を

図るために必要な措置に関する事項 
（平二五国交令五九・追加、平二七国交令五四・旧第九条繰下・一部改正） 
（自衛水防組織に関する規定の要配慮者利用施設についての準用） 
第十七条 第十三条及び第十五条の規定は、要配慮者利用施設の自衛水防組織について準用する。この

場合において、同条中「第十五条の二第十項」とあるのは、「第十五条の三第七項」と読み替えるものと

する。 
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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（妙）         

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等） 
第八条の二 前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者

利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、急傾斜地の崩壊等が発生するお

それがある場合における当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。 
２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したときは、遅滞な

く、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、同様とする。 
３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成していな

い場合において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用

している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設

の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。 
４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正

当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるところにより、急

傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における同項の要配慮者利用施設を利用している者の円滑

かつ迅速な避難の確保のための訓練を行うとともに、その結果を市町村長に報告しなければならない。 
６ 市町村長は、第二項又は前項の規定におり報告を受けたときは、第一項の要配慮者利用施設の所有

者又は管理者に対し、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を

利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言又は勧告をすることができる。 
施行規則（妙） 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画に定めるべき事項） 
第五条の二 法第八条の二第一項の急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利

用施設（法第八条第一項第四号に規定する要配慮者利用施設をいう。以下同じ。） を利用している者の

円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画においては、次に掲げる

事項を定めなければならない。 
一 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における防災体制に関す

る事項 
二 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用している者の避難

の誘導に関する事項 
三 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における避難の確保を図

るための施設の整備に関する事項 
四 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定した防災教育及び

訓練の実施に関する事項 
五 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用

施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 
 


